
 

 

日本学術会議の自主性・独立性・自立性を危うくし、 

『科学研究の軍事転用』を容易にしかねない 

「日本学術会議法案」の廃案を強く求める声明 

 

現在、参議院で審議されている「日本学術会議法案」(以下、「法案」)に、日本学術会議の

自主性・独立性・自立性が損なわれる危惧を強く抱き、「学問の自由(憲法 23 条)」、「表現の

自由(憲法 21 条)」をも侵害しかねない内容であるゆえに強く反対し、廃案を求める。 

まずもって、この日本学術会議の必要のない組織改編議論の元となった 2020 年の 6 名の方

への菅義偉元首相による「任命拒否問題」の任命拒否理由の開示を改めて求める。また日本

学術会議との信頼関係が損なわれた中で、「法案修正」の「日本学術会議第 194 回総会の声

明および決議」の声にも耳を貸さずに進められている審議に、ただ驚くばかりであり、た

だちに法案の撤回を求める。 

まずもってなされるべきは、「任命拒否理由の開示」であり、このような日本学術会議の「自

主性・独立性・自立性」を損ない、平和を脅かす危険のある組織改編ではない。 

日本学術会議を「法人化」することによって、一見、国からの「独立性・自律性を高め

る」と表向き見せかけて、その内実は政府がその運営・人事に「介入しようと思えばできる

仕組みがいくつも組み込まれて」おり（「選定助言委員会」、「運営助言委員会」、「監事」、お

よび内閣府に設置される「日本学術会議評価委員会」）、独立が担保されないことに強く抗議

する。また新たに会員の「解任」の規定を追加し、政府答弁で「特定のイデオロギーや党派

的主張を繰り返す会員は解任できる」(坂井学・内閣府特命担当相)と語っており、「表現の

自由(憲法 21 条)」および「思想、良心の自由(憲法 19 条)」に抵触する恐れがあり、到底看

過できない。 

日本基督教団は、十五年戦争の戦時下において国と共に戦争を遂行した過ちと罪責を深く

顧みるがゆえに、『科学研究の軍事転用』を容易にしやすくするような法案の成立は到底看過

できない。 

むしろ科学・研究は、武器の製造・開発、軍事利用のためではなく、土を耕し、いのちを生

かし、人間と環境のより良い共生のために用いるべきと、わたしたちは考える。武器によっ

て脅しあう抑止、いのち奪う兵器開発、製造ではなく、まことの「平和」を望む。 

「彼らは剣を打ち直して鋤とし／槍を打ち直して鎌とする。国は国に向かって剣を上げず

／もはや戦うことを学ばない」(イザヤ書 2 章 4 節：新共同訳) 

京都教区総会は歴史の反省の上に立ちつつ、主イエスにあって、武器を持たず、威嚇しな

い「いのち」の側に立つ。また、科学者が戦争の反省の上に「平和的復興並びに人類社会の福

祉への貢献、学術の進歩への寄与を誓って」歩んでいる現日本学術会議を強く支持し、「自主

性、独立性、自立性」を危うくしかねない「日本学術会議法案」の廃案を強く求める。 
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